
 
＜＜  調停手続の流れ ＞＞ 

当事者(申立人)による問合せ 

当センター 受理・調停手続開始 ⇒担当調停者の選任 

合意書作成 

※成立手数料(文書作成料) 

  双方各１１,０００円 

※必要に応じて公正証書の

案内 

対相手方 への通知 

「調停申込書」の写し・「調停依頼書」(相手方記入用) 

調停手続の説明 送付 

相手方 調停の依頼 

「調停依頼書」の提出  ※22,000 円納付 
                 (申立料・第１回期日手数料) 

第１回調停期日の調整・双方当事者への通知 

調停期日(２回目以降繰り返し) 

●面談調停またはオンライン調停 

（1 回につき 1 時間程度・次回期日の設定） 

●原則同席調停（必要に応じて別席調停可） 

●原則４回以内、３か月以内の合意成立に努める 

※双方第２回期日より期日ごとに手数料１1,０００円納付 

調停手続き終了  

当事者双方に通知 

※当事者の要請に応じ

て覚書作成  

双方各５,５００円 

申立人 調停申立て 

「調停申込書」の提出   ※２２,０００円納付(申立料・第１回期日手数料) 

合意成立 ●合意の見込みなし 

(担当調停者の判断) 

●申立人による取下げ 

●相手方による調停手

続終了の申し出 

対申立人 調停手続の説明 

申立人へ、調停手続

終了決定通知を送付 

※一部を返還 

【調停手続の申立・手続の説明・費

用の納付】 

●法 14 条、6条 7・8・15 号 

◆センター規程 19・20・21・45 条 

 ・費用規程 4条 

婚姻関係及び内縁関係の維持又は解消・子の養育・相続に関する紛争 (●法６条１号 ◆センター規程２条) 

当センター 不受理 

相手方から回答なし 

相手方が依頼しない 

申立人へ、不受理決

定通知を送付 

対相手方 調停手続の説明 

【受理·不受理·手続の開始·通知】 

●法 6条 6・7号 

◆センター規程 14・22・23 条 

【調停者の候補者·選任·除斥ほか】 

●法 6条 2・3・4号 

◆センター規程 17・18・26～31 条 

【相手方への通知・確認・相手方か

らの回答・調停依頼・相手方への手

続説明・費用の納付】 

●法 14 条、6条 6・7・9・15 号 

◆センター規程 14・20・24・25・45

条・費用規程 4条 

 

【助言弁護士の選任・助言を受ける体制・方法】 

※連絡調整型・中断留保型併用 

●法 6条 5・6号 

◆センター規程 14・16・26・32・35 条 

【調停手続の期日及び進行·利害関係人·費用の納付】 

●法 6条 6・7・15 号 ◆センター規程 14・32・33・

34・45 条・費用規程 5条・オンライン調停運用規則 

【代理人・補佐人】 

●法 6条 8号 ◆センター規程 11・12 条 

【合意成立による終了】 

●法 6条 6・7・15 号 

◆センター規程 14・36・45 条・費用規程 6条 

【合意の見込みなし・担当調停者の判断による終了】 

●法 6条 6・7・13・15 号 

◆センター規程 14・39・40 条・45 条・費用規程 7条 

【当事者による終了】 

●法 6条 6・7・12・15 号 

◆センター規程 14・37・38 条・45 条・費用規程 7条 

【不当な影響の排除】 

●法 6条 4号 ◆センター規程 10 条 

【非公開·秘密保持】【手続に関する書面·資料】【資料の取

扱い】【期日調書·手続実施記録·記録の管理·閲覧·謄写】 

●法 6条 10・11・14 号 

◆センター規程 8・9・13・15・41・42・43・44 条 

【苦情の取扱い】 

●法 6条 16 号 ◆センター規程 47・48 条 

調停手続終了 

当事者双方へ合意書を 

各 1 通交付 

期日 
手続 

終了 

その
他 

手続申立 

手続開始 

相手方申立 

※金額は税込額表示 

 

13 民間紛争解決手続の業務の内容 
及びその実施方法の概要 続き(第 8面) 

※用語の定義 ◆センター 3 条 


